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の権利」（du droit au logement temporaiare）と住宅への「終身の権利」（du 



















































































　フランスの死亡解消における生存内縁者の財産保護については，Wilfried BABY, La 






























































































































































































































































































































































































































































































1536条），別産制（régime de séparation de bien，同1569条），後得財産分配参加制（régime 





固有財産（beins propres du mari），妻の固有財産（beins propres de la femme）とから






うべき家庭生活の維持及び子の養育に必要な負債は共通消極財産（passif de la comunaute，
同1441条）となる。この制度は，離婚あるいは夫婦の一方の死亡等で解消され（同1441



















する）。また，夫婦が財産契約において，別産制（régime de séparation de biens）を約
定したときは，夫婦のそれぞれは､ その個人財産の管理，収益及び処分が自由にできる
（同1536条）。これに対応して負債も単独で責任を負うことになる（Francois TERRE et 



















































































Ⅵ　お わ り に
　今回の相続法改正における配偶者の短期居住権・長期居住権の内容を概観
し，事実婚・内縁の場合への類推適用を検討したことから，短期居住権につ
いては，相続分とは関係がなく婚姻の効果とみることもでき得ると考え，類
推適用が可能かと思われる。他方，長期居住権については，その財産的価値
に相当する価額を相続したものと扱い，生存配偶者の具体的相続分に反映さ
れることになるため，相続権のない生存内縁者は，その価額を反映させる具
体的相続分がないのであるから，長期居住権の類推適用は困難であると思わ
れる。ただし，長期居住権が利用権であるとすると，これを相続債権の一部
として，相続前に相続人に請求できなくもないと思われるが，賃貸借同様の
価額の支払いが必要となるであろう。今後の検討課題としたい。
　このように，長期居住権の類推適用による生存内縁者の居住権の保障は困
岡　法（68―３・４）
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難であるため，従来の内縁の居住権の保障を検討した。最判平成10年は，内
縁者双方が共有する居住住宅の場合には，内縁者一方の死亡後，生存内縁者
はその居住住宅に無償・占有・使用することが認められ，生存内縁者の居住
権は保障され得る。しかし，これは財産法の共有規定により解決するもので
あり，内縁中に共有物分割請求が可能という点において，不都合が生じる。
　他方，死亡内縁者の単独所有する居住住宅の場合，居住住宅の所有内縁者
が死亡すると，その居住住宅は相続人に帰属することになり，生存内縁者の
居住住宅の無償での継続・使用は困難になる。この解決策として，夫婦財産
制からのアプローチを試みることで，夫婦財産の清算という方法で解決する
ことを検討した。内縁の場合には夫婦財産制が類推適用されていることから，
内縁者双方が内縁中に協力して形成した居住住宅であれば，内縁者双方の共
通財産といえ，内縁の死亡解消時に，内縁の財産の清算を図ることを実行す
ることで内縁の居住権の確保が可能になる。しかしながら，死亡内縁者の特
有財産である居住住宅については，内縁者双方の762条２項の共有に帰属する
財産とはいい難く，生存内縁者の居住利益の保障は閉ざされてしまう。これ
について，死亡内縁者の特有財産であったとしても，内縁者双方が協力して
住宅の管理をしてきた場合には，居住権を認め得ることが考えられる（101）。
　また，上記で述べてきたように，夫婦財産制については，死亡解消の場合
に，夫婦財産の清算という機能を相続制度に担わせるのにも限界がある（102）。
今回の相続法改正の経違をみても，相続法制ワーキングチームの報告書では，
生存配偶者の居住権とは別に，遺産分割に先行して，実質的共有財産の清算
を行うこと等が検討されている。これまでも，夫婦財産の清算を夫婦財産制
の枠の中で図ることの必要性を認識しながらも改正が見送られてきた。この
ような状況を改変すべく，夫婦財産制の枠内に財産の清算規定を設けること
の改正が早急になされるべきである。
⎝　 深谷・前掲注・225頁。
⎝　 浦野・前掲注・10頁。
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